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証券コード ９７４０
平成26年５月７日

株 主 各 位
東京都新宿区西新宿二丁目４番１号新宿ＮＳビル

株式会社
代表取締役社長 鎌 田 伸一郎

第42回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第42回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださ
いますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手
数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただき、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、平成26年５月21日（水曜日）午後６時までに到着するようご送付いただき
たくお願い申しあげます。

敬 具
記

１. 日 時 平成26年５月22日（木曜日）午前10時
２. 場 所 東京都新宿区西新宿二丁目４番１号

新宿ＮＳビル30階ＮＳスカイカンファレンス ルーム1･2
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３. 目 的 事 項
報 告 事 項 １．第42期（平成25年３月１日から平成26年２月28日まで）事業報告、

連結計算書類ならびに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果
報告の件

２．第42期（平成25年３月１日から平成26年２月28日まで）計算書類報
告の件

決 議 事 項
　議 案 剰余金処分の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあ
げます。
　なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネッ
ト上の当社ウェブサイト（アドレス http://www.we-are-csp.co.jp）に掲載させていただきます。
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（添付書類）

事業報告 （平成25年３月１日から平成26年２月28日まで）

１．企業集団の状況
（1）当連結会計年度の事業の状況
　① 事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、アベノミクス効果により、為替相場は円安基調に
推移し、株式市況も復調の気配を見せております。輸出企業を中心とした企業業績の回復や
消費者マインドの改善により個人消費が底堅く推移したこともあり、景気は緩やかに回復し
ております。一方で、消費税増税の影響による経済の下振れ懸念、近隣諸国との外交不安や
新興国の成長鈍化、米国の金融緩和施策の動向など、先行きについては依然として不透明な
状況が続いております。
　当警備業界におきましては、高齢化が進み人口が大都市に集中する中で、高齢者向けサー
ビスやカメラなどを活用した地域防犯のニーズが益々高まってきております。しかしなが
ら、価格面については、依然として同業他社との厳しい競争が続く事業環境に置かれており
ます。
　このような状況の中、当社グループは中期経営計画「ＣＳＰパワフル50計画」の２年目
を迎え、前期に引き続き、品質もコストも重視した競争力のあるパワフルな企業を目指して
まいりました。期首には、社長直轄の事業戦略推進本部を立ち上げ、鉄道関連及び画像関連
サービス・商品の開発・販売体制を強化しました。セキュリティ事業の機械警備部門におい
ては、遠隔監視設備の中枢であるセンター装置のリニューアルを実施すると共に、数年前か
ら開発を進めていた社内業務のＯＡシステムが完成し運用を開始するなど、機械警備サービ
スの向上及び社内業務効率化に供する設備投資を行ってまいりました。一方コスト面では、
グループ企業を中心としたアウトソーシングを活用し、低採算契約の見直しを図ると共に、
販売費及び一般管理費の細かな経費を見直すなど、コスト圧縮に努めてまいりました。

（セキュリティ事業）
　常駐警備部門につきましては、大型案件の新規開始はなかったものの鉄道関連の臨時警備
が堅調だったこともあり、売上高は210億３千万円（前連結会計年度比1.4％増）となりま
した。
　機械警備部門につきましては、液晶画面とタッチパネルを採用し、ＩＰ接続にも対応した
次世代新型汎用通報機「BiZ Guard Revo」の新規投入やＣＳＰ画像センターを拡張するな
ど、お客さまのニーズに応える新商品開発とインフラ整備に尽力してまいりました。画像巡
回サービスなどの画像関連サービスなどが堅調だったこともあり、売上高は131億３千７百
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万円（前連結会計年度比1.4％増）となりました。
　運輸警備部門につきましては、集配金・精査サービスの向上に注力した結果、売上高は
27億４千２百万円（前連結会計年度比1.1％増）となりました。
　工事・機器販売部門につきましては、鉄道系ＩＣカードが利用できる入退室管理システム
「centrics（セントリックス）シリーズ」及び画像解析や防犯カメラなど画像関連商品の販
売が堅調に推移したこともあり、売上高は35億１千８百万円（前連結会計年度比4.9％増）
となりました。
　これらの結果、当連結会計年度のセキュリティ事業セグメントの売上高は404億２千９百
万円（前連結会計年度比1.7％増）、セグメント利益（営業利益）は８億９千１百万円（前連
結会計年度比10.0％増）となりました。

（ビル管理・不動産事業）
　ビル管理・不動産事業につきましては清掃業務や電気設備の保安業務等の建物総合管理サ
ービス及び不動産賃貸を中心に事業を行っております。当連結会計年度のビル管理・不動産
事業セグメントの売上高は10億１千万円（前連結会計年度比3.5％減）、セグメント利益
（営業利益）は１億８千２百万円（前連結会計年度比26.7％増）となりました。

　以上の結果、当連結会計年度における当社グループの業績は、売上高は414億３千９百万
円（前連結会計年度比1.5％増）、利益面につきましては、営業利益は10億７千３百万円
（同12.5％増）、経常利益は12億９千２百万円（同5.6％増）、当期純利益は６億８千万円
（同8.4％増）となりました。

　② 設備投資の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は12億４千１百
万円で、その主なものは次のとおりであります。なお、これらの設備投資には、自己資金を
充当いたしました。

区 分 設 備 内 容 金 額（千円）

セ キ ュ リ テ ィ 事 業 機械警備契約関係警報装置 872,024

ビ ル 管 理 ・ 不 動 産 事 業 リフォーム（住友商事淀川ビル） 19,518
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（2）財産及び損益の状況

区 分 第39期
(平成23年２月期)

第40期
(平成24年２月期)

第41期
(平成25年２月期)

第42期
(当連結会計年度)
(平成26年２月期)

売 上 高（千円） 40,139,105 39,943,572 40,814,538 41,439,865

当 期 純 利 益（千円） 710,529 478,580 627,370 680,055

１株当たり当期純利益 （円） 49.21 33.28 43.64 47.30

総 資 産（千円） 31,598,354 33,845,543 35,435,795 35,355,141

純 資 産（千円） 16,746,668 16,801,466 18,192,831 18,017,921

１株当たり純資産額 （円） 1,153.92 1,162.17 1,257.77 1,244.16

（3）対処すべき課題
　今後のわが国経済は、アベノミクスによる経済政策により、長く続いた円高や株式市況の
低迷から抜け出し、緩やかに景気の回復が見られる反面、円安による輸入原価の上昇や、消
費税増税による消費低迷などの懸念が残っており、本格的なデフレ脱却については未だ不透
明な状況が続くと思われます。
　警備業界におきましては、画像関連及びシニア向け商品・サービスへの関心は引き続き高
いものの、高度・複雑化する社会を背景としたニーズに的確に対応し、顧客満足Ｎｏ.１の警
備会社となるためには、従来から行ってきた様々なサービスに加え、お客さまの要求のその
上をいく対応が求められております。
　こうした厳しい情勢のもとで当社は、３年後の創業50周年を見据えて策定した中期経営計
画「ＣＳＰパワフル５０計画」を着実に実行し、「お客さま」「社員」「株主」のステークホル
ダー三者を軸とした基本方針を柱に、品質においてもコストにおいても競争力のあるパワフ
ルな企業を目指しております。
　計画３年目となる今期は、前期に引き続き主力商品として、画像関連及び鉄道関連の商
品・サービスに注力してまいります。画像関連では、ＣＳＰ画像センターのＩＰ接続環境の
拡張を図るとともに、ＶＰＮ回線（セキュリティ性の高い仮想専用回線）の強化も合わせて
行います。また、東日本旅客鉄道株式会社と共同開発した画像解析ＪＣカメラではＩＰ対応
化等のバージョンアップを図ることで、様々な場面で対応できるよう活用範囲の拡大を模索
します。鉄道関連では、東京の玄関口である東京駅に、鉄道系ＩＣカードが利用できる入退
室管理システム「centrics（セントリックス）」を導入すると共に、構内に設置されている監
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視カメラを増設し監視体制の強化を図るなど、日本一セキュリティの高い駅にすべく東日本
旅客鉄道株式会社と力を合わせて取り組んでまいります。更に、2020年東京オリンピックを
視野に、駅及び周辺施設のセキュリティ強化を軸に安全・安心空間の構築を目指してまいり
ます。
　今後も、厳しい経済環境が続くと思われますが、ＣＳ（顧客満足）を柱として品質にさら
に磨きを掛け、原価や販管費の更なる見直しによるコスト抑制で、競争力のあるパワフルな
企業を目指してまいります。

（4）主要な事業内容（平成26年２月28日現在）
事 業 区 分 主 な 業 務 内 容

セ キ ュ リ テ ィ 事 業 常駐警備業務、機械警備業務、運輸警備業務の各警備サービス並びに防犯、防災
機器及び設備の工事・機器販売

ビル管理・不動産事業 清掃、電気設備保安業務等の建物総合管理サービス、不動産賃貸及び保険代理店
業務

（5）重要な親会社及び子会社の状況
　① 親会社との関係
　 該当事項はありません。

　② 重要な子会社の状況

会 社 名 資本金
（千円）

当 社 の
議決権比率
（％）

主要な事業内容

ＣＳＰビルアンドサービス株式会社 50,000 100.0 建物総合管理及び不動産賃貸
関西シーエスピー株式会社 15,000 100.0 警備請負及び建物総合管理
エスシーエスピー株式会社 40,000 100.0 警備請負
新安全警備保障株式会社 100,000 67.0 警備請負

事業報告書 2014年04月24日 13時32分 $FOLDER; 5ページ （Tess 1.40 20131220_01）



6

（6）主要な営業所（平成26年２月28日現在）

名 称 名 称

当 社

本 社：東京都新宿区
事業部：中央事業部、東京事業部、東京システム事業部、
　 東京警送事業部、大阪事業部
　 （計５事業部）
支 社：多摩、横浜、埼玉、千葉、名古屋、三島、札幌、仙台
　 神戸、京都、広島、福岡
　 （計12支社）

ＣＳＰビルアンドサービス株式会社 本 社：東京都新宿区

関 西 シ ー エ ス ピ ー 株 式 会 社 本 社：大阪市淀川区

エ ス シ ー エ ス ピ ー 株 式 会 社 本 社：東京都渋谷区

新 安 全 警 備 保 障 株 式 会 社 本 社：茨城県水戸市

（7）使用人の状況（平成26年２月28日現在）
　① 企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

4,854名 97名増
（注） 使用人数は就業員数であります。

　② 当社の使用人の状況
使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

3,568名 24名減 38.1歳 10.9年
（注） 使用人数は就業員数であります。

（8） 主要な借入先の状況（平成26年２月28日現在）
借 入 先 借 入 額（千円）

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,217,500

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 827,500

株式会社常陽銀行を主幹事とする融資銀行団 820,000
（注） 借入額は短期借入金と長期借入金の合計で記載しております。
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２．会社の現況
（1）株式の状況（平成26年２月28日現在）
　① 発行可能株式総数 40,000,000株
　② 発行済株式の総数 14,816,692株 （自己株式440,317株を含む）
　③ 株主数 7,478名
　④ 大株主

株 主 名 持 株 数 (千株） 持 株 比 率 (％）

東日本旅客鉄道株式会社 3,704 25.8

株式会社もしもしホットライン 726 5.0

セントラル警備保障社員持株会 645 4.5

セントラルセキュリティリーグ持株会 458 3.2

三井物産株式会社 445 3.1

住友商事株式会社 362 2.5

株式会社三井住友銀行 310 2.2

株式会社みずほ銀行 303 2.1

東洋テック株式会社 229 1.6

徳田 伸子 228 1.6

（注）１．千株未満は切り捨てて表示しております。
２．当社は、自己株式440,317株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。また、持株比
率は自己株式を控除して計算しております。
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（2）会社役員の状況
　① 取締役及び監査役の状況（平成26年２月28日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況
取 締 役 会 長 白 川 保 友 株式会社もしもしホットライン社外監査役
代表取締役 執行役員社長 鎌 田 伸一郎 事業戦略推進本部長

取 締 役 専務執行役員 小 澤 駿 介
営業本部長兼事業戦略推進本部副本部長兼商品開発室長
株式会社ＣＳＰほっとサービス代表取締役
スパイス株式会社取締役
アンドメディア株式会社取締役

取 締 役 常務執行役員 眞 壁 純 夫 西日本統括担当兼大阪事業部長
関西シーエスピー株式会社取締役

取 締 役 常務執行役員 古 屋 正 仁

管理本部長兼事業戦略推進本部副本部長兼経営企画部長兼
監査部担当
エスシーエスピー株式会社取締役
ＣＳＰビルアンドサービス株式会社取締役
スパイス株式会社代表取締役
株式会社トーノーセキュリティ取締役
株式会社ＴＳＣアクセス・プロ取締役

取 締 役 常務執行役員 中 野 豊 技術本部長兼事業戦略推進本部副本部長
株式会社ＣＳＰフロンティア研究所取締役

取 締 役 常務執行役員 田 端 智 明 警務本部長兼事業戦略推進本部副本部長
エスシーエスピー株式会社取締役

取 締 役 執 行 役 員 小 俣 力 男
総務部長兼人事部長
エスシーエスピー株式会社監査役
警備保障タイムズ株式会社取締役

取 締 役 執 行 役 員 横 塚 厚 東京システム事業部長

常 任 監 査 役 （常 勤） 久須美 康 博

森尾電機株式会社社外取締役
株式会社ＣＳＰフロンティア研究所監査役
ＣＳＰビルアンドサービス株式会社監査役
スパイス株式会社監査役
アンドメディア株式会社監査役

社 外 監 査 役 横 山 泰 和
東日本旅客鉄道株式会社執行役員人事部長
株式会社ＪＲ東日本パーソネルサービス取締役
株式会社ＪＲ東日本グリーンパートナーズ取締役

社 外 監 査 役 吉 村 真 琴

社 外 監 査 役 後 藤 啓 二
後藤コンプライアンス法律事務所弁護士
株式会社白洋舎社外監査役
株式会社ノンストレス社外監査役
株式会社プリンスホテル社外取締役

（注）１．監査役横山泰和氏、監査役吉村真琴氏及び監査役後藤啓二氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役でありま
す。なお、監査役吉村真琴氏及び監査役後藤啓二氏につきましては、平成24年５月24日付で東京証券取引所に対
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し、独立役員として届けております。
２．監査役横山泰和氏は東日本旅客鉄道株式会社において長きにわたり経理、財務業務に従事し、財務及び会計に関す
る相当程度の知見を有しております。

３．取締役田端智明氏は、平成25年５月23日開催の第41回定時株主総会において、新たに取締役に選任され、同日就
任いたしました。

４．平成25年５月23日開催の第41回定時株主総会終結の時をもって、取締役武居澄男氏は任期満了により退任いたし
ました。

５．監査役横山泰和氏、監査役吉村真琴氏及び監査役後藤啓二氏は、当社との間で責任限定契約を締結しております。
その契約の内容の概要は次のとおりであります。
①社外監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第427条第1項の最低責任限
度額を限度として、その責任を負う。

②上記の責任限定が認められるのは、社外監査役がその責任の原因となった職責の遂行について善意でかつ重大な
過失がないときに限るものとする。

　② 取締役及び監査役の報酬等の総額
区 分 支給人員（名） 報酬等の額（千円）

取 締 役 10 212,550
監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

4
(3)

33,800
(12,600)

合 計 14 246,350
（注）１．取締役の報酬限度額は、平成17年５月26日開催の第33回定時株主総会において年額300,000千円以

内と決議いただいております。
２．監査役の報酬限度額は、平成11年５月27日開催の第27回定時株主総会において年額50,000千円以

内と決議いただいております。

　③ 社外役員に関する事項
イ．重要な兼職先と当社との関係

区分 氏 名 重要な兼職先 重要な兼職先と
当社との関係

社外監査役 横山 泰和
東日本旅客鉄道株式会社 執行役員人事部長
株式会社ＪＲ東日本パーソネルサービス 取締役
株式会社ＪＲ東日本グリーンパートナーズ 取締
役

東日本旅客鉄道株式会社は、当社の
発行済株式の25％以上を保有する大
株主であります。
その他の兼職先と当社との間に重要
な取引その他の関係はありません。

社外監査役 吉村 真琴 該当事項はありません。

社外監査役 後藤 啓二
後藤コンプライアンス法律事務所 弁護士
株式会社白洋舎 社外監査役
株式会社ノンストレス 社外監査役
株式会社プリンスホテル 社外取締役

いずれの兼職先も当社との間に重要
な取引その他の関係はありません。
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ロ．当事業年度における主な活動状況

区分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社外監査役 横山 泰和 当事業年度に開催された取締役会13回、監査役会13回の全てに出席し、長年にわたり培
った財務及び会計に関する知識・見地から、適宜発言を行っております。

社外監査役 吉村 真琴 当事業年度に開催された取締役会13回、監査役会13回の全てに出席し、長年にわたり培
った企業経営に関する知識・見地から、適宜発言を行っております。

社外監査役 後藤 啓二 当事業年度に開催された取締役会13回、監査役会13回の全てに出席し、弁護士としての
専門的見地から、適宜発言を行っております。

（3）会計監査人の状況
　① 名 称 有限責任監査法人 トーマツ

　② 報酬等の額
支 払 額（千円）

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 34,000
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の
合計額 34,000

（注） 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監
査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額
にはこれらの合計額を記載しております。

　③ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社では、会計監査人が法令の解任事由に該当すると認められる場合は、監査役全員の合
意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査
役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を
報告いたします。
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（4）業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業
務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

　① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　取締役会並びに監査役及び監査役会は、法令及び定款に照らし、取締役会規則並びに監査
役会規則及び監査役監査基準に基づいて取締役の職務の執行を監督する。
　また、当社は社内通報制度を整備し、取締役の不正等コンプライアンス上の問題を発見し
た者には、その旨を監査役会に通報させる。

　② 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　取締役会は、社内の職務の執行手続きが法令及び定款に適合するよう社内規則を定め、社
員等はこれらの規則を遵守して職務を執行する。
　また、監査部長は社内規則に基づいて社員等の職務執行について監査を行い、その結果を
代表取締役に報告する。
　さらに、当社は社内通報制度を整備し、社員等の不正等コンプライアンス上の問題を発見
した者には、その旨を業務監査室長に通報させる。

　③ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、法令に定める取締役と、専ら業務の執行に携わる執行役員を分け、取締役の職務
の執行を効率的に行う体制を確保する。
　代表取締役は、経営会議及び取締役会を開催し、法令、定款及び取締役会規則に基づいて
経営にかかわる重要な事項を審議、決定する。
　また、代表取締役は、執行役員会を開催するほか、必要に応じて取締役と執行役員を含む
会議を開催し、取締役と執行役員の連携を確保する。

　④ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　当社における情報の保存及び管理については、文書規則によるほか、当社が採用する情報
セキュリティマネージメントシステム・ISMS（2003年５月認証取得、2007年１月より
ISO/IEC27001に移行）で定める諸手続きによる。
　また、株主総会及び取締役会の議事録及び資料の保存、管理は総務部が行い、その他取締
役が出席する定例会議についても事務局を担当する部課を定め、事務局担当箇所は、その議
事録及び資料を保存、管理する。

　⑤ 損失の危機の管理に関する規定その他の体制
　当社は、事業の継続を妨げる危機を広範囲に予測し、それぞれの危機を対象とした管理規
則等を定めて損失の発生を回避し、又は損失を軽減する。
　また、実際に危機が発生し、又は発生が予見されるときには、各管理規則等に基づいて対
策本部を設置するとともに、必要に応じて顧問弁護士等を含む社外の知識も動員して、損失
の拡大を防止し最小限にとどめる。

事業報告書 2014年04月24日 13時32分 $FOLDER; 11ページ （Tess 1.40 20131220_01）



12

　⑥ 会社ならびに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体
制

　ＣＳＰグループに属する会社間の取引は、法令、会計原則その他社会規範に則ったものと
し、関係会社管理規則に基づいて行う。
　当社は、グループ会社に取締役及び監査役候補者を推薦し、グループとしての一体的経営
の推進及びＣＳＰと同等のコンプライアンスの確保に努める。
　さらに、当社の監査役及び会計監査人は、必要に応じてグループ会社各社の調査を行い、
また報告を求めることができる。
⑦ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す

る事項
　監査役会が、監査役の職務を補助すべき使用人を置くことを決めた場合には取締役会は監
査役会との協議により、監査役の職務を補助すべき使用人として必要な能力を備えた、必要
な人員を配置し、その職務は監査役補助の専任として専ら監査役の指揮を受け、組織上の長
等の指揮権から独立したものとする。
　また、上記使用人の異動、評価及び賞罰等人事上の案件については、予め監査役会の同意
を得ることを要する。

⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
　取締役は取締役会において、執行役員は執行役員会において随時、担当する業務の執行状
況を報告する。
　監査役は取締役会その他の重要な会議に出席して審議、報告を聴取し意見を述べることが
できるほか、その議事録の提出を求めることができることとし、当社は、監査役が監査に必
要とする資料等を閲覧し、写しの提供を受ける環境を整備する。
　また、取締役及び社員等は、内部統制に係る重要な事項が発生又は決定したときには、速
やかに監査役に報告する。

　⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　取締役会と監査役会は、定期的に意見交換を行い、双方の意思疎通を通じて監査の実効性
を高めるよう努力する。
　また、当社は、監査役と会計監査人並びに監査役と監査部の連携を確保して、監査役監査
が実効的に行われる環境を整備する。
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（5）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
（基本的な考え方）
　当社では、反社会的勢力による被害を防止するため、次の事項を反社会的勢力排除に向け
た基本方針としております。
① 反社会的勢力に対し、毅然とした態度を保持し、一切の関係を遮断する。
② 反社会的勢力とは、商品およびサービスの提供その他一切の商取引を行なわない。
③ 反社会的勢力による不当要求等に対しては、外部機関と積極的に連携しながら組織として
対応し、これを拒絶する。

（整備状況）
　当社は、就業規則等の行動規範に反社会的勢力に対する基本方針を明記するとともに、全
役職員への周知徹底に努めております。
　また、総務部を統括部署として、公益社団法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会に加盟
するなど、関係機関及び顧問弁護士等との密接な連携により、不当要求が発生した場合に速
やかに対処できる体制を構築し、対応方法等について対応マニュアルを整備しております。
　さらに、警備請負契約書等の取引契約書に反社会的勢力の関係排除条項を明記し、反社会
的勢力との商品およびサービスの提供その他一切の商取引を排除する仕組みを整備しており
ます。
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連 結 貸 借 対 照 表
(平成26年２月28日現在)

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 15,978,262 流 動 負 債 12,286,808
現 金 及 び 預 金 7,750,466 買 掛 金 1,302,908
受取手形及び売掛金 746,643 短 期 借 入 金 1,411,500
未 収 警 備 料 3,717,985 リ ー ス 債 務 295,918
リ ー ス 投 資 資 産 980,868 未 払 費 用 1,815,448
貯 蔵 品 624,109 未 払 法 人 税 等 410,148
繰 延 税 金 資 産 480,061 前 受 警 備 料 266,753
そ の 他 1,690,494 預 り 金 5,172,663
貸 倒 引 当 金 △12,365 賞 与 引 当 金 899,138

固 定 資 産 19,376,879 役 員 賞 与 引 当 金 45,280
有 形 固 定 資 産 8,850,846 そ の 他 667,048
建 物 及 び 構 築 物 3,104,548 固 定 負 債 5,050,411
警報装置及び運搬具 2,532,801 長 期 借 入 金 1,735,000
土 地 2,955,980 リ ー ス 債 務 601,460
そ の 他 257,515 繰 延 税 金 負 債 1,947,713
無 形 固 定 資 産 1,301,824 退 職 給 付 引 当 金 161,712
投資その他の資産 9,224,207 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 34,447
投 資 有 価 証 券 5,612,006 資 産 除 去 債 務 219,413
差入保証金及び敷金 900,241 そ の 他 350,664
長 期 預 金 206,840 負 債 合 計 17,337,220
繰 延 税 金 資 産 21,618 純 資 産 の 部
前 払 年 金 費 用 2,310,349 株 主 資 本 15,252,656
そ の 他 210,751 資 本 金 2,924,000
貸 倒 引 当 金 △37,599 資 本 剰 余 金 2,784,157

利 益 剰 余 金 9,939,544
自 己 株 式 △395,045
その他の包括利益累計額 2,633,801
その他有価証券評価差額金 2,637,453
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △3,651
少 数 株 主 持 分 131,463
純 資 産 合 計 18,017,921

資 産 合 計 35,355,141 負 債 純 資 産 合 計 35,355,141
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連 結 損 益 計 算 書
(平成平成2526年年３２月月１28日から日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 41,439,865
売 上 原 価 33,351,895
売 上 総 利 益 8,087,970

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,014,624
営 業 利 益 1,073,345

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 186,859
受 取 保 険 金 等 69,179
そ の 他 51,952 307,991

営 業 外 費 用
支 払 利 息 72,319
そ の 他 16,977 89,296
経 常 利 益 1,292,041

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 226 226

特 別 損 失
投 資 有 価 証 券 評 価 損 6,736
固 定 資 産 除 却 損 1,504
減 損 損 失 203 8,445
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,283,822
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 580,019
法 人 税 等 調 整 額 5,298 585,318
少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 698,504
少 数 株 主 利 益 18,448
当 期 純 利 益 680,055
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連結株主資本等変動計算書
(平成平成2526年年３２月月１28日から日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
平成 25年３月１日 残高 2,924,000 2,784,157 9,662,046 △394,292 14,975,910
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △402,557 △402,557
当 期 純 利 益 680,055 680,055
自 己 株 式 の 取 得 △752 △752
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額)
連結会計年度中の変動額合計 ― ― 277,498 △752 276,745
平成26年２月28日 残高 2,924,000 2,784,157 9,939,544 △395,045 15,252,656

その他の包括利益累計額
少数株主
持 分 純資産合計その他有価証

券評価差額金
繰延ヘッジ
損 益

その他の包括
利益累計額合計

平成 25年３月１日 残高 3,115,581 △8,312 3,107,269 109,651 18,192,831
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △402,557
当 期 純 利 益 680,055
自 己 株 式 の 取 得 △752
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額) △478,128 4,660 △473,467 21,811 △451,655

連結会計年度中の変動額合計 △478,128 4,660 △473,467 21,811 △174,910
平成26年２月28日 残高 2,637,453 △3,651 2,633,801 131,463 18,017,921
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１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）連結の範囲に関する事項
　 ① 連結子会社の状況

連結子会社の数 ４社
主要な連結子会社の名称 エスシーエスピー株式会社

関西シーエスピー株式会社
新安全警備保障株式会社
ＣＳＰビルアンドサービス株式会社

　 ② 非連結子会社の状況
非連結子会社の数 ５社
主要な非連結子会社の名称 株式会社ＣＳＰフロンティア研究所

株式会社セントラルエージェンシー
株式会社ＣＳＰほっとサービス
スパイス株式会社
他１社

　この非連結子会社の総資産、売上高、当期純利益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う
額）の割合は、いずれも小規模であり、全体としても連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、
連結の範囲から除いております。

（2）持分法の適用に関する事項
　非連結子会社５社及び関連会社３社（ジェイアールエフ・パトロールズ株式会社、株式会社トーノーセ
キュリティ、ワールド警備保障株式会社）は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金に及ぼす影響が軽微で
あり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法適用の範囲から除外しております。

（3）会計処理基準に関する事項
　 ① 重要な資産の評価基準及び評価方法
　 イ．有価証券
　 その他有価証券

時価のあるもの 連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法
　 ロ．デリバティブ

時価法
　 ハ．たな卸資産

貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法）

　 ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
　 イ．有形固定資産（リース資産を除く）
　 建物（建物附属設備を除く）
　 平成10年３月以前取得分
　 定率法
　 平成10年４月以降取得分
　 定額法
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　 その他の有形固定資産
　 定率法
　 なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
　 建物及び構築物
　 ３年～50年
　 警報装置及び運搬具
　 ３年～10年
　 ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
　 ソフトウェア
　 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
　 その他の無形固定資産
　 定額法
　 ハ．リース資産
　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。なお、所有権移転
外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成21年２月28日以前のリース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　 ③ 重要な引当金の計上基準
　 イ．貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　 ロ．賞与引当金
　従業員賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき金額を計上
しております。

　 ハ．役員賞与引当金
　役員賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき金額を計上し
ております。

　 ニ．退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき計上しております。
　過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）によ
る定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）によ
る定額法により、翌連結会計年度から費用処理しております。
　また、親会社は功労のあった管理職に対して退職時に支給する特別功労金に備えるため、内規に基
づく当連結会計年度末要支給額を退職給付引当金に含めて計上しております。

　 ホ．役員退職慰労引当金
　連結子会社４社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給
額を計上しております。
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　 ④ 重要なヘッジ会計の方法
イ．原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップに
ついては特例処理によっております。

　 ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象
　 ヘッジ手段：金利スワップ
　 ヘッジ対象：借入金の利息
　 ハ．ヘッジ方針

　デリバティブ取引に関する内部規程に基づき、ヘッジ対象に係る金利変動リスクを一定の範囲内で
ヘッジしております。

　 ニ．ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を半期
ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。ただし、特例処理
によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

　 ⑤ 消費税等の会計処理方法
　 消費税及び地方消費税の会計処理方法は税抜方式によっております。

２．会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更
当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成25年３月１日以後に取得し

た有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。
なお、これによる当連結会計年度の損益に与える影響額は軽微であります。

３．連結貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産及び担保に係る債務
　 ① 担保に供している資産

　建物及び構築物 946,763千円
　土地 1,259,235
　計 2,205,999

　
　 ② 担保に係る債務

　短期借入金 170,000千円
　長期借入金 1,105,000
　計 1,275,000

　
（2）有形固定資産の減価償却累計額

13,050,938千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 14,816,692株
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（2）剰余金の配当に関する事項
　 ① 配当金支払額
　 イ．平成25年５月23日開催の第41回定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 201,280千円
・１株当たり配当額 14円
・基準日 平成25年２月28日
・効力発生日 平成25年５月24日

　 ロ．平成25年10月11日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 201,277千円
・１株当たり配当額 14円
・基準日 平成25年８月31日
・効力発生日 平成25年10月28日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
　平成26年５月22日開催の第42回定時株主総会において次のとおり付議いたします。
・配当金の総額 201,269千円
・１株当たり配当額 14円
・基準日 平成26年２月28日
・効力発生日 平成26年５月23日
　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

５．金融商品に関する注記
　（1）金融商品の状況に関する事項
　 ①金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融商品に限定し、また、資金調達については銀
行借入による方針です。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取
引は行いません。

　 ②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金並びに未収警備料は、顧客の信用リスクに晒されております。当

該リスクに関しては、当社グループの債権管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うと
ともに、回収懸念の早期把握や軽減を図っております。投資有価証券である株式は、市場の変動リスクに
晒されていますが、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に時価や財政状態等を把握し、
また取引先企業との関係を勘案して、保有状態を定期的に見直しております。
営業債務である買掛金は、1年以内の支払期日です。借入金については、主に運転資金や設備投資に必

要な資金の調達を目的としたものです。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されていますが、こ
のうち長期ものの一部については、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、デリ
バティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しています。なお、ヘッジ会計に関するヘッ
ジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「１．連結計算書類
作成のための基本となる重要な事項」に記載されている「（3）会計処理基準に関する事項 ④重要なヘッ
ジ会計の方法」をご覧ください。
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　 ③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を
採用することにより、当該価額が変動することもあります。

　（2）金融商品の時価等に関する事項
　平成26年２月28日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであり
ます。
　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

①現金及び預金 7,750,466 7,750,466 ―
②受取手形及び売掛金 746,643
貸倒引当金 △1,695

744,947 744,947 ―
③未収警備料 3,717,985
貸倒引当金 △8,442

3,709,542 3,709,542 ―
④リース投資資産 980,868
貸倒引当金 △2,227

978,640 962,723 △15,917
⑤投資有価証券 5,128,516 5,128,516 ―
⑥長期預金 206,840 206,844 4

資産計 18,518,953 18,503,041 △15,912
①買掛金 1,302,908 1,302,908 ―
②短期借入金 780,000 780,000 ―
③未払法人税等 410,148 410,148 ―
④預り金 5,172,663 5,172,663 ―
⑤長期借入金 2,366,500 2,382,709 16,209
⑥リース債務 897,378 883,486 △13,892

負債計 10,929,599 10,931,916 2,316
デリバティブ取引（※） (8,745) (8,745) ―
（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については、（ ）で表示しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産
①現金及び預金、②受取手形及び売掛金、並びに③未収警備料

これらは主に短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

④リース投資資産
元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値によ
り算定しております。

⑤投資有価証券
これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券等は取引金融機関から提示された価
格によっております。

⑥長期預金
長期預金の時価は、新規に同様の預入を行った場合に想定される利率で、元利金の合計額を割り引いて
算出する方法によっております。

負 債
①買掛金、②短期借入金、③未払法人税等、並びに④預り金

これらは主に短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

⑤長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り
引いて算定する方法によっております。なお、金利スワップの特例処理の対象とされている長期借入金
については、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に
適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。

⑥リース債務
元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値によ
り算定しております。

デリバティブ取引
取引先金融機関から提示された価格等によっております。なお、金利スワップの特例処理によるものは、
ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の
時価に含めて記載しております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
非上場株式（連結貸借対照表計上額483,489千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロー
を見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「資産⑤投資有価証
券」には含めておりません。
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６．賃貸等不動産に関する注記
（1）賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社グループでは、大阪府その他の地域において、賃貸用のオフィスビル等（土地を含む。）を所有し
ております。

（2）賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価
2,470,136 2,663,152

(注) １． 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２． 当連結会計年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額に基づ

いて自社で算定した金額であります。ただし、第三者からの取得時や直近の評価時点から一定
の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じていない場合
には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっております。

７．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 1,244円16銭
(2) １株当たり当期純利益 47円30銭
　
（注） 表示単位未満の端数については切捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
(平成26年２月28日現在)

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 13,217,805 流 動 負 債 10,046,483
現 金 及 び 預 金 4,726,131 買 掛 金 1,434,588
受 取 手 形 33,772 短 期 借 入 金 1,010,000
未 収 警 備 料 3,257,090 リ ー ス 債 務 269,998
売 掛 金 714,476 未 払 金 352,523
リ ー ス 投 資 資 産 975,523 未 払 費 用 1,384,874
貯 蔵 品 587,715 未 払 法 人 税 等 309,641
前 払 費 用 350,207 未 払 消 費 税 等 150,322
立 替 金 1,065,135 前 受 警 備 料 263,994
繰 延 税 金 資 産 437,033 預 り 金 3,947,929
預 け 金 836,434 賞 与 引 当 金 823,700
そ の 他 245,824 役 員 賞 与 引 当 金 40,000
貸 倒 引 当 金 △11,539 そ の 他 58,910

固 定 資 産 17,516,811 固 定 負 債 4,222,979
有 形 固 定 資 産 5,100,483 長 期 借 入 金 1,135,000
建 物 1,570,315 リ ー ス 債 務 583,899
警 報 装 置 2,448,742 繰 延 税 金 負 債 2,030,851
車 両 運 搬 具 20,025 退 職 給 付 引 当 金 126,100
器 具 備 品 78,247 長 期 未 払 金 3,580
土 地 865,038 預 り 保 証 金 145,536
リ ー ス 資 産 118,113 資 産 除 去 債 務 198,000

無 形 固 定 資 産 1,286,052 そ の 他 12
の れ ん 40,871 負 債 合 計 14,269,463
ソ フ ト ウ エ ア 1,072,724 純 資 産 の 部
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 34,650 株 主 資 本 13,833,781
電信電話専用施設利用権 1,352 資 本 金 2,924,000
電 話 加 入 権 136,454 資 本 剰 余 金 2,784,157

投 資 そ の 他 の 資 産 11,130,274 資 本 準 備 金 2,781,500
投 資 有 価 証 券 5,281,037 そ の 他 資 本 剰 余 金 2,657
関 係 会 社 株 式 725,674 利 益 剰 余 金 8,520,669
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 1,615,000 利 益 準 備 金 236,500
長 期 前 払 費 用 2,771 そ の 他 利 益 剰 余 金 8,284,169
差 入 保 証 金 及 び 敷 金 872,912 別 途 積 立 金 2,865,000
長 期 預 金 202,040 繰 越 利 益 剰 余 金 5,419,169
前 払 年 金 費 用 2,282,496 自 己 株 式 △395,045
そ の 他 185,941 評 価 ・ 換 算 差 額 等 2,631,371
貸 倒 引 当 金 △37,599 その他有価証券評価差額金 2,631,371

純 資 産 合 計 16,465,152
資 産 合 計 30,734,616 負 債 純 資 産 合 計 30,734,616
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損 益 計 算 書
(平成平成2526年年３２月月１28日から日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 36,611,383
売 上 原 価 29,820,202
売 上 総 利 益 6,791,180

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,146,295
営 業 利 益 644,885

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 214,879
受 取 保 険 金 等 62,999
そ の 他 36,001 313,880

営 業 外 費 用
支 払 利 息 37,522
そ の 他 9,815 47,338
経 常 利 益 911,427

特 別 利 益 15
特 別 損 失
関 係 会 社 株 式 評 価 損 6,736
固 定 資 産 除 却 損 1,269 8,006
税 引 前 当 期 純 利 益 903,436
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 425,181
法 人 税 等 調 整 額 4,409 429,591
当 期 純 利 益 473,845
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株主資本等変動計算書
(平成平成2526年年３２月月１28日から日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
その他
資 本
剰余金

資本剰余金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金
別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

平成25年３月１日 残高 2,924,000 2,781,500 2,657 2,784,157 236,500 2,865,000 5,347,881
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △402,557
当 期 純 利 益 473,845
自 己 株 式 の 取 得
株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の 変 動 額 （純 額 )
事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― ― ― 71,287
平成26年２月28日 残高 2,924,000 2,781,500 2,657 2,784,157 236,500 2,865,000 5,419,169

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計利益剰余金
自己株式 株 主 資 本

合 計
そ の 他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計利益剰余金

合 計
平成25年３月１日 残高 8,449,381 △394,292 13,763,245 3,113,939 3,113,939 16,877,185
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △402,557 △402,557 △402,557
当 期 純 利 益 473,845 473,845 473,845
自 己 株 式 の 取 得 △752 △752 △752
株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度 中
の 変 動 額 （純 額 )

△482,568 △482,568 △482,568

事業年度中の変動額合計 71,287 △752 70,535 △482,568 △482,568 △412,033
平成26年２月28日 残高 8,520,669 △395,045 13,833,781 2,631,371 2,631,371 16,465,152
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１．重要な会計方針に係る事項
（1）資産の評価基準及び評価方法
　 ① 有価証券の評価基準及び評価方法

イ．子会社及び関連会社株式 移動平均法による原価法
ロ．その他有価証券
　 時価のあるもの 事業年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　 時価のないもの 移動平均法による原価法

　 ② たな卸資産の評価基準及び評価方法
　 貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）
（2）固定資産の減価償却の方法
　 ① 有形固定資産（リース資産を除く）
　 建物（建物附属設備を除く）
　 平成10年３月以前取得分 定率法
　 平成10年４月以降取得分 定額法
　 その他の有形固定資産 定率法
　 なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
　 建物 ３年～50年
　 警報装置 ５年～10年
　 ② 無形固定資産（リース資産を除く）
　 ソフトウェア
　 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
　 その他の無形固定資産 定額法
　 ③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。なお、所有権移転外フ
ァイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成21年２月28日以前のリース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　 ④ 長期前払費用 定額法

（3）重要な引当金の計上基準
　 ① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　 ② 賞与引当金
　従業員賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度に負担すべき金額を計上してお
ります。

　 ③ 役員賞与引当金
　役員賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度に負担すべき金額を計上しており
ます。

　 ④ 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき
計上しております。
　過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）による
定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）による
定額法により、翌事業年度から費用処理しております。
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　また、功労のあった管理職に対して退職時に支給する特別功労金に備えるため、内規に基づく当事業
年度末要支給額を退職給付引当金に含めて計上しております。

（4）消費税等の会計処理方法
　 消費税及び地方消費税の会計処理方法は税抜方式によっております。
２．会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成25年３月１日以後に取得した有形固定資産につ
いては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。
なお、これによる当事業年度の損益に与える影響額は軽微であります。

３．貸借対照表に関する注記
（1）関係会社に対する短期金銭債権 1,639,542千円
（2）関係会社に対する長期金銭債権 30,032
（3）関係会社に対する短期金銭債務 313,682
（4）関係会社に対する長期金銭債務 22,427
（5）有形固定資産の減価償却累計額 12,071,730
４．損益計算書に関する注記
　 関係会社との取引高
　 ① 営業取引による取引高

関係会社に対する売上高 3,781,791千円
関係会社に対する警備委託料等支払高 2,690,696

　 ② 営業取引以外の取引高
関係会社に対する営業取引以外の取引高 31,888千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
　 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

株式の種類 当事業年度期首
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

普通株式 439,511株 806株 ― 440,317株

事業報告書 2014年04月24日 13時32分 $FOLDER; 28ページ （Tess 1.40 20131220_01）



29

６．税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳
　 ① 流動資産

繰延税金資産
　賞与引当金 310,370千円
　未払事業税・未払事業所税 47,744
　その他 78,918
　繰延税金資産合計 437,033

　 ② 固定資産
繰延税金資産
　長期未払金 1,263千円
　一括償却資産 77,400
　退職給付引当金 45,113
　支払リース料否認 188
　減損損失累計額 10,821
　ゴルフ会員権等評価損 23,211
資産除去債務 69,894
　その他 360,742
　小計 588,636
　評価性引当額 △334,197
繰延税金資産合計 254,439
繰延税金負債
　その他有価証券評価差額金 △1,426,261
　前払年金費用 △19,311
　資産除去費用の資産計上額 △839,717
繰延税金負債合計 △2,285,290
繰延税金負債の純額 △2,030,851

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に差異があるときの、当該差異の原因となっ
た主要な項目別の内訳
法定実効税率 37.6％
　（調整）
　交際費等永久に損金に算入されない項目 4.2
　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △6.6
　住民税均等割額 7.0
　評価性引当額の増加 5.5
　その他 △0.2
税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.5
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７．リースにより使用する固定資産に関する注記
リース取引開始日が平成21年２月28日以前で通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている
所有権移転外ファイナンス・リース取引

　 （1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額
器具備品
（千円）

取 得 価 額 相 当 額 ―
減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 ―
期 末 残 高 相 当 額 ―

　 （2）未経過リース料期末残高相当額
器具備品
（千円）

１ 年 以 内 ―
１ 年 超 ―
合 計 ―

　取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額の算定は、未経過リース料期末残高が有形固定
資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によっております。

（3）支払リース料 2,411千円
（4）減価償却費相当額 2,411千円
（5）減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

８．関連当事者との取引に関する注記
（1）親会社及び法人主要株主等

（単位：千円）

属 性 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
等との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

その他の
関係会社

東日本旅客鉄道
株式会社

被所有
　直接25.8％ 警備の受託 警備及び機器

工事の請負 3,668,706 未収警備料売掛金
741,860
14,130

（注）１．取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含めて表示しております。
２．取引条件ないし取引条件の決定方針等
警備及び機器工事の請負についての価格その他の取引条件は、積算金額を基礎として交渉の上決定しております。
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（2）子会社及び関連会社等
（単位：千円）

属 性 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
等との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社

ＣＳＰビルア
ンドサービス
株式会社

所有
　直接100％

建物総合管理
の委託並びに
装備品等購入

貸付金の回収
利息の受取

170,000
26,368

その他（流動
資産）
関係会社長期
貸付金

170,000

1,455,000

建物総合管理及び
警備委託料の支払 110,637 買掛金預け金

22,822
554,358

新安全警備保
障株式会社

所有
　直接67.0％

警備の受託及
び委託

利息の受取 2,999 関係会社長期貸付金
160,000

警備受託収入 37,588 未収警備料
売掛金

1,532
3,771

警備委託料の支払 149,301 買掛金 14,151
預け金 72,200

（注）１．取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含めて表示しております。
２．取引条件ないし取引条件の決定方針等
① 資金の貸付(ＣＳＰビルアンドサービス株式会社)については、利率は市場金利を勘案して決定しており、担保は受け入れ
ておりません。最終弁済期は平成33年９月としております。

② 資金の貸付(新安全警備保障株式会社)については、利率は市場金利を勘案して決定しており、担保は受け入れておりませ
ん。弁済期は平成31年12月に一括返済としております。

③ 警備受託については、子会社及び関連会社より提示された希望価格を基礎として価格交渉を行い、市場実勢を勘案した上
で決定しております。

④ 警備委託については、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

（3）兄弟会社等
（単位：千円）

属 性 会社等の名称 議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
等との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

その他の関係
会社の子会社

ジェイアール東
日本ビルテック
株式会社

なし 警備の受託 警備及び機器
工事の請負 1,074,086 未収警備料売掛金

179,928
3,664

（注）１．取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含めて表示しております。
２．取引条件ないし取引条件の決定方針等
警備及び機器工事の請負についての価格その他の取引条件は、積算金額を基礎として交渉の上決定しております。

９．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 1,145円29銭
（2）１株当たり当期純利益 32円96銭

（注） 表示単位未満の端数については切捨てて表示しております。
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監査報告書
連結計算書類に係る会計監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
平成26年４月15日

セントラル警備保障株式会社
　取締役会 御中

有限責任監査法人 トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 石 井 哲 也 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鈴 木 努 ㊞

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、セントラル警備保障株式会社の平成２５年３月
１日から平成２６年２月２８日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書、連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記
について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

事業報告書 2014年04月24日 13時32分 $FOLDER; 32ページ （Tess 1.40 20131220_01）



33

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、セントラル警備保障株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財
産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
平成26年４月15日

セントラル警備保障株式会社
　取締役会 御中

有限責任監査法人 トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 石 井 哲 也 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鈴 木 努 ㊞

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、セントラル警備保障株式会社の平成２５
年３月１日から平成２６年２月２８日までの第４２期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその附属明細書について監査を行っ
た。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
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監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成25年3月1日から平成26年2月28日までの第42期事業年度の取締役の職務の執行に関
して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として本監査報告
書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、当期の監査方針、監査計画を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を
受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査方針、監査計画等に従い、取締
役、監査部その他の使用人等と意思疎通を図って情報の収集及び監査環境の整備に努めるとともに、取締
役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を
調査いたしました。
　子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会
社から事業の報告を受け、業務及び財産の状況を調査いたしました。
　また、事業報告に記載されている、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして「会社法施行規則第100条第1項
及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制
（内部統制システム）」について、その構築及び運用の状況を監視し検証いたしました。
　以上の方法及び結果に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしま
した。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視し検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号
に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備
している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
　以上の方法及び結果に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

（1）事業報告等の監査結果
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め

ます。
二 取締役の職務の執行に関する不正な行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ
ません。

　
（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人(有限責任監査法人トーマツ)の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人(有限責任監査法人トーマツ)の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成26年４月24日

セントラル警備保障株式会社 監査役会
常任監査役（常勤） 久須美 康 博 ㊞
監査役（社外監査役） 横 山 泰 和 ㊞
監査役（社外監査役） 吉 村 真 琴 ㊞
監査役（社外監査役） 後 藤 啓 二 ㊞

以 上
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株主総会参考書類
議案及び参考事項
議 案　剰余金処分の件
　当社は、剰余金処分につきましては、経営基盤のより一層の強化と今後の事業展開のため
に必要な内部留保を確保しつつ、株主の皆様に業績に応じた利益還元を図るため、連結ベー
スでの配当性向を考慮しつつ、安定した配当を継続的に行うことを利益配分に関する基本方
針としております。
　この方針に基づき、当期末配当につきましては、当社普通株式１株につき金14円とさせ
ていただきたいと存じます。
　なお、平成25年10月28日に当社普通株式１株につき金14円の中間配当金をお支払いた
しておりますので、当期の配当金は当社普通株式１株につき金28円となります。

　 （1）配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　 当社普通株式 １株につき金14円 総額201,269,250円
　 （2）剰余金の配当が効力を生じる日
　 平成26年５月23日

以 上
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第42回定時株主総会会場ご案内図
会場：東京都新宿区西新宿二丁目４番１号

新宿ＮＳビル30階ＮＳスカイカンファレンス ルーム1･2
※新宿ＮＳビル30階へは１階北側よりスカイエレベーター（展望エレベーター）
をご利用ください。

交通：●ＪＲ（山手線・中央線・総武線・埼京線)
●京王線 ●小田急線
　 各新宿駅「南口・西口」より徒歩約10分
●都営地下鉄（新宿線)・京王新線新宿駅「新都心口」より徒歩約５分
●東京メトロ（丸の内線)・西武（新宿線）各新宿駅より徒歩約15分
●都営地下鉄（大江戸線)・都庁前駅Ａ３出口より徒歩約５分

※駐車場のご用意はいたしておりませんので、ご来場の際は、公共交通機
関をご利用くださいますようお願い申し上げます。

〒163-0831 東京都新宿区西新宿2-4-1 新宿NSビル TEL.03-3344-1711（代）
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